
１．問題意識

現在、環境リスクが日常化・深刻化する中で、環境問題が争訟化し、社会

的関心が非常に高まっている。また、国内外の環境法の整備や訴訟制度の改

革等の結果、環境訴訟における判決手法にも変化が表れている。さらに、福

島第１原発事故の経験から、原子力利用の安全性を専門家委員会（現行制度

では原子力規制委員会）への信頼性のみで正当化することは社会的に見ても

困難な状況にあり、司法審査のあり方も従来よりも踏み込んだものにならざ

るを得ない。

環境訴訟は、民事訴訟と行政訴訟に大別できるが、本稿では環境価値の公

益性や保守的であると批判されてきた行政訴訟の今後の可能性に注目し、行

政庁の裁量的判断に対する司法権による統制可能性について論じるもので

ある。

わが国において環境行政訴訟を提起する場合、「訴訟要件」の有無が問題

環境訴訟における行政裁量統制※

―類型化と今後の議論の方向性―

後 藤 浩 士

１．問題意識

２．行政裁量の定義・根拠

３．行政裁量の限界

４．従来の行政裁量統制論の類型化 ―３分類説―

５．司法統制密度と審査基準との対応関係

６．司法審査の手法

７．判断過程審査の精緻化作業

８．今後の議論の方向性

－２４７－



となるが、本稿は、「訴訟要件」を充足した後の「本案審理」段階における

行政裁量の逸脱・濫用（踰越・濫用）の有無に関する近時の判例理論や学説

の展開に着目するものである。２００４年に行政事件訴訟法が改正され、訴訟要

件が緩和されたこともあり、「本案審理」段階において行政庁の裁量的判断

の違法性について正面から争われる事例が増えている。しかしその一方、裁

判例における審査手法や密度が安定しておらず、その意義・射程等に関し不

明確さが指摘される(1)。

また、「原告適格」の認定時において、処分の直接の根拠法令以外にも

「関係法令」が参酌されるようになった結果（行政事件訴訟法９条２項）(2)、

それらの法令が本案審理における審査基準として用いられるようになった

（小田急高架化訴訟上告審本案判決、以下「小田急本案判決」という）(3)。

このような状況の中で、本稿では環境行政訴訟を検討課題に据え、司法権に

よる行政裁量統制に関し、これまで複雑に展開されてきた学説や不安定な判

例理論に対し、若干の整理・類型化を試み、今後の議論の方向性を示さんと

するものである。

２．行政裁量の定義・根拠

行政裁量とは、「立法者が法律の枠内で行政機関に認めた判断の余地」の

ことである(4)。行政権への民主的コントロールの必要性から、行政機関は法

律に基づき行政活動を行っているが（法律による行政の原理）、行政需要へ

の柔軟・迅速な対応や専門・技術的な判断、また政策的な判断が求められる

場面では、行政裁量が許容されることはもちろん、むしろ要請される場面が

拡大しているとも言える。

行政裁量は、行政の行為形式のあらゆる段階・場面で問題化する可能性が

あるが(5)、これまでの争訟の多くが、「行政処分」段階で争われてきたため、

本稿では行政処分の逸脱・濫用を中心課題として論じている。
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３．行政裁量の限界

行政庁による裁量行為（特に自由裁量行為）に対しては、伝統的に「裁量

不審理原則」が妥当し、例外的に違法となる余地があると捉えられてきた。

１９６２年に制定された行政事件訴訟法の３０条においても、「行政庁の裁量処分

については、裁量権の範囲をこえ又はその濫用があつた場合に限り、裁判所

は、その処分を取り消すことができる」と定められており、「裁量権の逸脱・

濫用」があれば、当該行政処分は違法となることが確認的に規定されてい

る(6)。

「逸脱」とは、行政機関の判断が根拠法の許容する範囲を逸脱する場合で

あり（例えば、法律の要件事実を欠く処分や法律解釈を誤った処分）、「濫

用」とは、行政機関の裁量行為が一見すると法律の許容範囲内であるが、平

等原則や比例原則に違反したり、法律が裁量を付与した趣旨に反するような

場合である。つまり、法律の条文自体には違反していないがその他の枠（憲

法や法目的）に抵触するような場合である。ここでは、行政裁量を枠づける

基準は「根拠規定」だけではなく、「それ以外の法」も含まれる点に留意す

る必要がある。すなわち、表面上は法律が広い裁量を認めている場合であっ

ても、「それ以外の法」によって裁量が統制される余地が存在しているとも

言えるのである(7)。

４．従来の行政裁量統制論の類型化 ―３分類説―

ここでは、従来の行政裁量に対する司法審査の手法の変化や限界を明らか

にした上で、行政裁量に対する司法統制に関し類型化を試みたい。審査方法

を、（１）判断代置審査、（２）裁量濫用審査、（３）判断過程審査に３分類し、

それぞれを並列的に捉える見解が一般的である。以下において、「審査方式」

と「審査基準」の２つの観点から、３つの審査方法について、若干の考察を

加えたい。
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図１ ３分類説の構造

（出所）筆者作成

（１） 判断代置審査（結論審査）

この審査方式は、行政庁による裁量的判断を裁判所が全面的に審査し直し、

その結果と行政庁の判断が一致しない場合には、裁判所の判断を優先して行

政行為を取り消すものであり、「最大限審査」とも呼ばれる(8)。この審査方

法は、行政庁の裁量が全く認められない「覊束行為」に対し、一般的に用い

られている。また、近時は行政庁に一定の裁量が認められる「覊束裁量行

為」についても用いられる傾向にある（図１参照）。

しかし、「自由裁量行為」にまで、この判断代置審査を適用すれば、行政

庁の裁量権行使に関する権限を全く認めないことになる。将来的な予測を伴

う政策問題に関し、司法判断を行政判断に優先（判断代置）させることは問

題である。すなわち、①裁判官は政策に関する専門家・政治的代表ではない

上に、②裁判は、当事者主義の下で進められるため、政策決定に関する情報

が十分に集まる保証がない、その結果、社会的効用の低い決定をする可能性

がある(9)。
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したがって、図１にまとめているように、行政裁量において、「覊束裁量

行為」を除く行政処分については、（１）の判断代置審査を用いず、（２）の裁

量濫用審査、あるいは、（１）（２）の中間的審査である（３）判断過程審査（結

論ではなく行政庁の判断過程に着目した審査方式）が用いられる傾向にあ

る(10)。

（２） 裁量濫用審査（結論審査）

３．で言及した行政庁による裁量権の「逸脱」（踰越）、「濫用」の問題は、

法効果の面では差異がないため、裁判所は両者を一括して「裁量権の限界」

の問題として取り扱っている。「裁量濫用審査」で用いられている具体的な

審査基準として、①重大な事実誤認（裁量権行使の前提事実の誤認）、②法

の目的違反・不正な動機、③平等原則違反（合理的理由なき差別的取扱いの

禁止）、④比例原則違反（行政目的と達成手段との比例、効果裁量の統制）、

⑤信義則違反、⑥裁量権の不行使（不作為）がある。

ここで、従来、審査密度の低さが指摘されてきた「社会観念審査」（社会

観念上著しく妥当性を欠く場合にのみ違法と判断される審査基準であり、

「最小限審査」(11)とも呼ばれる）の位置づけが問題となる。裁判上、「社会観

念」の具体的内容が明らかにされないまま用いられてきたことに対し、早く

から批判が行われてきた(12)。しかし、近年、裁判所による審査基準の厳格化

により、それらの状況は徐々に克服されつつある。

ここでの主要な問題は、この「社会観念審査」を３分類説上、いかに位置

づけ、統制するかにある。第一に、「社会観念審査」を上記④の「比例原

則」の一部として位置づける方法が(13)、第二に、「裁量濫用審査」で用いら

れている具体的な審査基準（上記①～⑥）の一つとして並列的に位置づける

方法がある(14)。

第一の方法は、「社会観念」という曖昧な判断基準を「比例原則」という

客観的基準に取り込もうとする点で評価できる。近時の学説の中には、「社

会観念」（社会通念）に積極的な意義を見出す見解も展開されている。これ
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は、現代社会の動態の中で、立法時に一義的な判断基準を示すことができな

かった法が、科学技術の進化や社会環境の変動によって、その時々の社会状

況を「社会通念」として取り込むことにより、成体化し、適切な社会統制機

能を果たすようになるという主張である(15)。

しかし、この見解では、行政裁量そのものを否定する程の厳格な基準には

なり得ず、行政裁量を認めつつ、過度に厳格な行政処分の場合にのみ違法と

認定するというような緩やかな審査基準となる点で問題がある。すなわち、

「比例原則」が「社会観念審査」とセットになることで、「比例原則」自体

の審査基準を緩やかにしてしまう危険を有するのである。

第二の方法は、根拠規定から一義的に行政処分を導き出す程に厳格に適用

した場合のみが「比例原則」違反と捉え、過度に厳しい処分が行われた際の

判断を、「比例原則」を用いずに「社会観念」上、判断しようとするもので

ある(16)。

しかし、これでは、社会的多数派（と思われる）の判断をもって「社会観

念」と捉えられ、その結果、社会的少数派の権利・利益が制限される危険を

招来させる。また、担当裁判官による「社会観念」（法的常識）が判断基準

となるため、裁判官の主観的価値判断の影響を受ける可能性がある。

なお、近時、「社会観念審査」が適用された事例として、東京地判平成２５

年９月１７日（新石垣空港事業認定処分取消請求事件）(17)がある。

（３） 判断過程審査（過程審査）

（２）で考察した「社会観念審査」のような審査密度の低い審査基準を修正

するための手法として注目されているのが小田急本案判決でも用いられた

「判断過程審査」である。同判決は、「判断の過程において考慮すべき事情

を考慮しないこと等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠く

ものと認められる場合に限り、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したも

のとして違法となる」と述べ、「判断過程審査」と「社会観念審査」が結合

したような表現となっている。

－２５２－ 日本経大論集 第４４巻 第２号



行政裁量に対する司法審査

司法審査の密度 司法審査の手法

裁判所がどの程度
踏み込んだ判断をするのか

裁判官がいかなる方法で
処分の適法性を判断するのか

近時の判例においても、最判平成１９年１２月７日（海岸占用不許可事件）(18)、

東京地判平成２５年１２月１２日（江戸川区スーパー堤防事業取消請求事件）(19)、

金沢地判平成２６年５月２６日（犀川辰巳ダム建設事業認定処分取消請求事件）(20)

が同様の判決手法を踏襲している。

この判決手法は、「社会観念審査」の枠内にとどまりながらも、考慮事項

の考慮・不考慮、及び考慮事項間の比較考慮（重み付け）の適正さに関する

審査にまで踏み込むことによって、審査密度を向上させようとする新たな試

みである(21)。

しかし、小田急本案判決においても、要考慮事項間の比較衡量が実際に適

切に行われたか否かを、裁判所が自ら検証しようとしたものではなく、「社

会観念審査」と「判断過程審査」という２つの審査方式の結合によっても実

体法的審査密度が常に向上するわけではない(22)。

したがって、図２で示すように「審査方式」の問題と「審査密度」の問題

は区別して議論を進めるべきであり(23)、その上で、「審査密度の向上」の手

法について検討を加えていく必要がある。

以下において、行政裁量統制密度向上のための重要な判決手法である「判

断過程審査」を中心に据え、今後の行政裁量統制の判断枠組みついて考察を

加えたい。特に、従来の判例・学説の展開を踏まえ、審査基準の精緻化や体

系化を行う。

図 ２
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（１）判断代置審査（最大限審査）
（覊束行為・覊束裁量行為）

（２）中程度の審査
（狭い裁量）

図３ 行政裁量の範囲と司法統制密度との関係

５．司法統制密度と審査基準との対応関係

図２で示したように司法審査の「密度」の問題は、裁判所がどの程度踏み

込んで判断をするのか、に関する問題である。具体的には、（１）行政庁に裁

量の余地がなく、裁判所が「判断代置審査」の手法を用いて行う「最大限審

査」、（２）行政庁に比較的狭い裁量を認めつつ、「判断過程審査」等の手法

を用いて裁判所がある程度踏み込んだ審査を行う「中程度の審査」、（３）行

政庁に広範な裁量を認め、裁判所は「社会観念審査」の手法を用い、社会観

念上著しく妥当性を欠く場合にのみ違法と判断する「最小限の審査」がある(24)。

行政裁量の広狭と裁判所の審査基準との対応関係を示せば、以下の図３のよ

うになる。

以下、裁判事例を（１）～（３）の観点から整理していく。

（１） 最大限審査

４．（１）で言及したように、伝統的行政法学の図式に従えば、覊束行為及

び覊束裁量行為に対しては、裁判所は、理論上は「判断代置審査」の手法を

用いた司法審査を行うことになる。しかし、裁判実務におけるそういった事

例は、ほとんど見受けられない(25)。
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（２） 中程度の審査

生命・身体・健康等の高度な人権価値を認められ、その保障範囲も比較的

明確な法益（「優越的法益」と呼ぶこともある）への侵害をもたらす行政活

動に関しては、自由裁量の余地のある権限行使でも、比較的厳格な適法性審

査が行われてきた(26)。生命・身体・健康への危険を伴う先端科学技術利用に

関する行政活動の適法性が問題となる典型例として、原子炉設置許可の際の

安全審査の問題がある。この問題について争われてきた伊方原子力発電所訴

訟(27)において、最高裁は、原子炉施設の安全性は、「多方面にわたる極めて

高度な最新の科学的、専門技術的知見に基づく総合的判断が必要」であり、

そのため専門家委員会の「科学的、専門技術的知見に基づく意見を尊重して

行う内閣総理大臣の合理的な判断にゆだねる趣旨と解するのが相当である」

として、原子炉施設の安全性の判断が行政庁の専門技術的裁量に属すること

を事実上認めた。

他方、原子炉施設事故発生時には生命・健康への直接的かつ重大な侵害が

予想されるため、当該安全性については慎重な判断が求められる。そこで、

最高裁は、①安全性に関する行政庁の判断の基礎になった専門家委員会の判

断過程に不合理な点があってはならないとし、②これらの判断過程の合理性

の審査には、安全性に関する具体的審査基準及びそれを適用して行われる調

査・審議・判断の過程という二局面にわたる合理性の審査が含まれるとし、

さらに、③二局面における安全性判断の合理性については、いずれも「現在

の科学技術水準に照らし」た審査が要求されると判示した(28)。

以上のように、「専門技術的裁量」に対する「判断過程審査」の手法によっ

て、「中程度の審査」が行われてきた。

（３） 最小限審査

行政庁の裁量権の承認を前提とした上で、処分の適否について原則的には

審査を控える場合がある。その典型例が、４．（２）で言及した「社会観念審

査」の手法である。また、４．（３）でも言及したように、小田急本案判決で
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①の違法性が認定されれば、
③の審査を行う必要はない。

処分

行 政 庁

名 宛 人

手続【②手続的統制】

【③判断過程統制】

内容【①実体的統制】

図 ４

（出所）筆者作成

最高裁が示したように「社会観念審査」と「判断過程審査」の結合によって

も実体法的審査密度が向上せず、最小限審査に留まる場合もある。

判例は、裁量の範囲・内容は、各処分ごとに、根拠法規に関する裁判所の

法律解釈によって判断しており、その際の考慮要素は、①処分の目的・性質、

対象事項、②処分における判断の性質、③処分の根拠法規の定め方等であり、

それらを総合的に考慮した上で判断している(29)。

６．司法審査の手法

司法審査の手法は、①処分の内容（結果）に着目する「実体的統制」、

②処分がなされた手続に着目する「手続的統制」、③行政庁の判断過程に着

目する「判断過程統制」がある（図４参照）。司法審査の密度は、「処分の種

類」によって決まるのに対し、司法審査の手法は「事案」に応じて選択され

る(30)。４．（３）で言及したように、現在「判断過程審査」は、多くの事例で

適用されており、従来の「中程度の審査」に該当するものもあれば、近時は

「最小限審査」に該当するものもある。
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（３）最小限審査
（広い裁量）

（２）中程度の
審査

（狭い裁量）

行 政 庁

処分

名 宛 人

【司法審査の密度】 【司法審査の手法】

【近時】

【従来】

【判断過程審査】

（１）判断代置審査（最大限審査）
（裁量なし）

図 ５

（出所）筆者作成

「判断過程審査」の手法と司法審査の密度の関係について図式化すれば図

５のようになる。

７．判断過程審査の精緻化作業

ここでは、判断過程審査を整理した図６を前提に論じていく。判断過程審

査を使う場面は、結論の適否を裁判所が直接判断することが困難であって、

「一定の場合」に、その判断過程の過誤・欠落の有無について審査される場

合である。「一定の場合」とは、①政策判断が、特定の基礎資料の収集・調

査や考慮すべき要素に関する調査・認定等の一定の定型的な判断過程を経て

最終決定に至ることが必然的であると認められる場合、②専門機関の関与等、

複合的段階的な行政過程を経て最終決定に至ることが予定されている場合、

を挙げることができる(31)。

判断過程審査は、判例理論上、（１）判断過程に「不合理な点がなかった

か」について審査する手法（判断過程合理性審査）と、（２）処分に際して

「考慮すべき」あるいは「考慮すべきでない」事項に着目する手法（考慮要

素審査）に大別することができる。
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（１）を採用した判例として、前出伊方原発訴訟や圏央道あきる野 IC事件

（東京高判平成１８年２月２３日）(32)がある。

（２）の考慮要素審査については、考慮すべき事項（要考慮事項）を考慮し

たか、考慮すべきでない事項（他事考慮）を考慮しなかったか、についての

み審査する方法（①形式的考慮要素審査）と、各考慮要素に「重みづけ」（重

要度の評価）を行い、その評価を誤った場合にも裁量権の逸脱・濫用を認め

る方法（②実質的考慮要素審査）がある。

（２）－①は、一般的適用が可能であると考えられているが、あくまで形式

的・表層的な審査に留まるため、裁量権の逸脱・濫用に該当するケースは実

際には多くはないと考えられる(33)。一方、（２）－②を適用した判例として前

出海岸占用不許可事件、日光太郎杉事件控訴審判決（東京高判昭４８年７月１３

日）(34)、二風谷ダム事件（札幌地判平９年３月２７日）(35)が挙げられる。前出小

田急本案判決においても「最小限審査」の事案において、（２）－②を適用し

たと考えられる。

「最小限審査」では、評価の誤りによって処分が「著しく妥当性を欠く」

ことが必要であるが、「中程度の審査」では、考慮要素の誤りにより処分が

「合理性を欠く」ことで足りると解される。この点において「判断過程合理

性審査」と「実質的考慮要素審査」は内容的に接近しているものの、前者が

判断過程の合理性を要求するにとどまるのに対し、後者は考慮要素の考慮要

素の重み付け（重要度の評価）を行うことにより、審査の厳格化の可能性を

有する。また、その前提として考慮要素を合理的に構造化しておく必要があ

り、審査手法の精緻化の可能性をも有する点において、両者は区別されるべ

きである。なお、（２）－②を厳格に適用すれば、「判断代置審査」に接近す

る可能性（危険性）がある点にも留意する必要がある。
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……一般的に適用できるが、
逸脱濫用の認定可能性は低い。

中程度の審査
「合理性を欠く」こと

で足りる。

重み付け 接近

判断代置方式
【最大限審査】

判断過程
審査

（１）判断過程
合理性審査

（２）考慮要素
審査

①形式的
考慮要素審査

②実質的
考慮要素審査

最小限審査
「著しく妥当性を欠く」

事まで必要。

図６ 判断過程統制の精緻化

（出所）筆者作成

８．今後の議論の方向性

多くの環境行政訴訟で行政裁量の違法性が争われてきたように、司法権に

よる行政裁量統制への社会的期待は大きい。特に、福島第１原発事故後、行

政機関による判断過程の客観化と対外的透明性の確保ないし可視化が求めら

れるようになった。そのような国民的意識の高まりの中で、司法権による行

政裁量統制の厳格化要請はむしろ当然ともいえる。

しかし、一方で民主的責任基盤や十分な専門能力を有しない裁判所に過度

に踏み込んだ判断を求めることは困難であるし、また、裁判官によってかな

り判断内容に差異がある点も問題である(36)。したがって、今後、裁判所には、

行政機関の専門技術的あるいは政策的判断を尊重した上で、実質的考慮要素

審査を原則的な審査基準とし、裁判実務を集積する中で考慮要素を合理的に

構造化しつつ、個別事案の中で各考慮要素の「重みづけ」（重要度の評価）

によって司法審査の実質化・厳格化を図ることが求められる。
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